
浜松市サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る取扱要領 

（趣旨） 

第１条 この取扱要領は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６

号。以下「法」という。）第５条に規定されるサービス付き高齢者向け住宅事業の登録に

あたり、円滑な事務の実施を図るため、必要な事項を定めるものとする。 

（事前協議） 

第２条 サービス付き高齢者向け住宅事業の登録を受けようとする者（以下「申請者」と

いう。）は、登録申請の前に、あらかじめ市長と協議を行うものとする。 

２ 申請者は、事前協議にあたっては、サービス付き高齢者向け住宅事業事前協議書（様

式第１号。以下「事前協議書」という。）に、次に掲げる書類（以下「申請書類」という。）

を添付し、正本１部及び副本２部を市長に提出するものとする。 

 (1) 国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成

２３年厚生労働省令・国土交通省令第２号。以下「省令」という。）別記様式第１号

別紙 

 (2) 縮尺、方位、サービス付き高齢者向け住宅の間取り、各室の用途及び設備の概要を

表示した各階平面図 

 (3) サービス付き高齢者向け住宅の加齢対応構造等を表示した書類 

 (4) 入居契約に係る約款 

 (5) サービス付き高齢者向け住宅の管理又は高齢者生活支援サービスの提供を委託に

より他の事業者に行わせる場合にあっては、委託契約に係る書類 

 (6) 法第７条第１項第８号に掲げる基準に適合することを証する書類 

 (7) その他市長が必要と認める書類 

３ 市長は、事前協議書の提出があったときは、法第７条第１項各号に規定する登録基準

（以下「登録基準」という。）のほか、関係法令などに留意し、審査を行う。なお、審査

にあたり、住宅課及び高齢者福祉課は、必要に応じて関係課に照会を行う。 

４ 前項により、事前協議書に記載された事業が登録基準に適合していると認められる場

合、市長はサービス付き高齢者向け住宅事業事前協議終了通知書（様式第２号）を申請

者に通知する。 

（事業の登録） 

第３条 法第６条の規定によるサービス付き高齢者向け住宅事業の登録の申請は、サービ

ス付き高齢者向け住宅事業登録申請書（省令別記様式第１号。以下「申請書」という。）

に申請書類を添付し、正本１部及び副本２部を市長に提出するものとする。ただし、申

請書類のうち、事前協議終了の時より内容に変更がない書類については省略できるもの

とする。 

２ 市長は、申請書の提出があったときは、登録基準のほか、関係法令などに留意し、審



査を行う。なお、審査にあたり、住宅課及び高齢者福祉課は、必要に応じて関係課に照

会を行う。 

３ 前項の審査は、申請書を受理した日から３０日以内に行うものとする。 

４ 審査の結果、申請書に記載された事業が登録基準に適合していると認められる場合、

市長は法第７条第２項の規定に基づき登録するとともに、同条第３項の規定に基づきサ

ービス付き高齢者向け住宅事業登録通知書（様式第３号）を申請者に通知する。 

（登録の拒否） 

第４条 市長は、法第８条の規定により登録の拒否をしたときは、サービス付き高齢者向

け住宅事業の登録拒否通知書（様式第４号）により申請者に通知する。 

（関係法令等の遵守） 

第５条 第３条第４項の通知を受けた者（以下、「登録事業者」という。）は、サービス付

き高齢者向け住宅の事業を運営するにあたり、関係法令等を遵守しなければならない。 

（事業開始報告） 

第６条 登録事業者は、サービス付き高齢者向け住宅事業の運営を開始したときは、直ち

に、サービス付き高齢者向け住宅事業開始報告書（様式第５号）正本１部及び副本２部

を市長に提出しなければならない。 

（定期報告等） 

第７条 登録事業者は、法第２４条第１項の規定により、毎年１回サービス付き高齢者向

け住宅事業定期報告書（様式第６号）正本１部及び副本２部を市長に提出しなければな

らない。 

２ 登録事業者は、サービス付き高齢者向け住宅において、入居者に対する処遇に係る事

故が発生した場合には速やかに市長に報告しなければならない。ただし、当該サービス

付き高齢者向け住宅に併設される高齢者居宅生活支援事業を行う施設内で発生した事故

及び入居者が介護保険法（平成９年法律第１２３号）による介護サービスを利用してい

る時に発生した事故は除く。 

３ 登録事業者は、次の場合は、感染症又は食中毒等について速やかに市長に報告しなけ

ればならない。 

(1) 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤

患者が１週間内に２名以上発生した場合 

(2) 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が１０名以上又は全

入居者の半数以上発生した場合 

 (3) 前２号に該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑

われ、特に管理者等が報告を必要と認めた場合 



（立入検査） 

第８条 法第２４条第１項の規定による立入検査は、住宅課及び高齢者福祉課の職員が行     

う。 

２ 立入検査は、サービス付き高齢者向け住宅の登録期間中に１回実施する。 

３ 前項に定めるもののほか、次に定める場合には立入検査を実施することができる。 

(1) 登録事業者から提出を受けた報告内容について、登録事項との適合性に疑義があ

る場合や法令違反が疑われる場合 

(2) 入居者及びその家族や内部関係者からの通報等による情報提供に基づき、登録事

項との適合性や登録住宅の管理運営状況等に疑義がある場合及び法令違反が疑われ

る場合 

 (3) その他立入検査の実施が必要と市長が認める場合  

４ 立入検査を行う職員は、住宅課が交付する立入検査員証を携帯し、関係者に提示しな

ければならない。 

５ 市長は、立入検査の結果について、サービス付き高齢者向け住宅事業立入検査実施結

果通知書（様式第７号。以下「結果通知書」という。）により、登録事業者に通知する。 

６ 前項の規定により通知する内容（以下「指摘事項」という。）は、次のとおりとする。 

(1)改善事項 法令に違反し、改善が必要と認められる事項およびその他、特に重要と
認められる事項

 (2)指示事項 法令違反ではないが、登録内容と運営等に差異が見られる事項若しくは 

運営等において支障が生じ、又は生じるおそれがある事項 

７ 登録事業者は、結果通知書の指摘事項について、結果通知書を受け取った日から３０

日以内にサービス付き高齢者向け住宅事業改善計画書（様式第８号。以下「改善計画書」

という。）を市長に提出しなければならない。 

８ 登録事業者は、指摘事項の改善が完了したときは、指摘事項ごとの改善が完了した日

から３０日以内にサービス付き高齢者向け住宅事業改善報告書（様式第９号。以下「改

善報告書」という。）を市長に提出しなければならない。ただし、報告すべき指摘事項が

複数ある場合には、同一の改善報告書により提出できるものとする。 

９ 改善計画書の提出期限までに、指摘事項の改善が全て完了したときは、改善計画書の

提出を省略することができる。ただし、この場合において、改善報告書の提出期限は結

果通知書を受け取った日から３０日以内とする。 

（登録の更新） 

第９条 登録事業者は、法第５条第２項の規定により、５年ごとにその更新を受けなけれ

ば、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 第３条の規定は、前項の規定による更新について準用する。 

（登録事項等の変更） 

第１０条 登録事業者は、登録事項に変更があったときは、法第９条第１項及び第２項の

規定により、その日から３０日以内に、サービス付き高齢者向け住宅事業に係る登録事



項等の変更届出書（省令別記様式第２号）に必要書類を添付して、正本１部及び副本２

部を市長に届け出なければならない。 

（地位の承継） 

第１１条 法第１１条第１項又は第２項の規定により登録事業者の地位を承継した者は、

同条第３項の規定によりその承継の日から３０日以内に、その旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

２ 前条の規定は、前項の規定による届出について準用する。

（廃業等の届出） 

第１２条 登録事業者は、法第１２条第１項の規定に基づく廃業等をしようとするときは、

その日の３０日前までに、サービス付き高齢者向け住宅事業廃業等届出書（様式第１０

号）により、正本１部及び副本２部を市長に届け出なければならない。 

２ 法第１２条第２項の規定に基づき登録事業者が破産手続開始の決定を受けたときは、

破産管財人は、法第１２条第２項の規定によりその日から３０日以内に、市長に届け出

なければならない。届出書の様式は、前項に準ずるものとする。 

（登録の抹消） 

第１３条 登録事業者は、法第１３条第１項第１号の規定により登録を抹消しようとする

ときは、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録の抹消申請書（様式第１１号）により、

正本１部及び副本２部を市長に申請するものとする。 

（登録の取消し） 

第１４条 市長は、法第２６条第１項又は第２項の規定により登録の取消しをしたとき

は、サービス付き高齢者向け住宅事業登録取消し通知書（様式第１２号）により、

その旨を当該登録事業者であった者に通知するものとする。

附 則 

 この取扱要領は、平成２３年１０月２０日から施行する。 

附 則 

 この取扱要領は、平成２４年６月１８日から施行する。 

 附 則 

 この取扱要領は、平成２５年１月１１日から施行する。 

附 則 

 この取扱要領は、平成２６年１月２１日から施行する。 

附 則 

 この取扱要領は、平成２６年８月２２日から施行する。 

附 則 

 この取扱要領は、平成２７年７月１日から施行する。 



附 則 

 この取扱要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この取扱要領は、平成３０年９月１１日から施行する。 

附 則 

 この取扱要領は、令和元年１２月１４日から施行する。 

附 則 

 この取扱要領は、令和３年１月１日から施行する。 


